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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の炭化ケイ素層および第２の炭化ケイ素層を有する半導体構造中の自己整合バイポ
ーラ接合トランジスタを製造する方法であって、
　底壁および対向する側壁を有するトレンチを、前記第２の炭化ケイ素層中に形成するこ
とと、
　所定の厚みを有するスペーサ層を、前記トレンチの前記底壁および側壁を含む前記第２
の炭化ケイ素層上に共形的（ｃｏｎｆｏｒｍａｌｌｙ）に堆積することと、
　前記側壁間の前記トレンチの前記底壁の一部から前記スペーサ層を異方性エッチングし
て、前記トレンチの前記底壁の一部を露出させ、前記スペーサ層の少なくとも一部を前記
側壁上に残すことと、
　前記底壁の前記露出部分の下方の領域にドーパントをドーピングして、前記底壁の下方
にドープドウェル（ｄｏｐｅｄ　ｗｅｌｌ）領域を形成することと、
　前記スペーサ層を除去することと、を備えていることを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記第２の炭化ケイ素層は前記バイポーラ接合トランジスタのベース領域を含み、前記
ウェル領域はエミッタ領域を含み、前記第１の炭化ケイ素層はコレクタ領域を含むことを
特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第２の炭化ケイ素層は前記バイポーラ接合トランジスタのエミッタ領域を含み、前
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記ウェル領域はベース領域を含み、前記第１の炭化ケイ素層はコレクタ領域を含むことを
特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記第２の炭化ケイ素層中にトレンチを形成する前記ステップは、前記第２の炭化ケイ
素層の一部をエッチングすることを含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記底壁の前記露出部分の下方の領域にドーピングする前記ステップは、イオン注入を
含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記第２の炭化ケイ素層の一部をエッチングして、前記トランジスタを含むメサを形成
することをさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記第２の炭化ケイ素層の一部をエッチングする前記ステップの後に、前記メサ上に酸
化物層を形成するステップと、前記酸化物層を異方性エッチングしてコンタクト表面を暴
露するステップとを含むことを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記ベース、エミッタ、およびコレクタ領域に対するオーミックコンタクトを設けるこ
とをさらに含むことを特徴とする請求項２または３に記載の方法。
【請求項９】
　前記第２の炭化ケイ素層は高濃度ドープされたｐ型炭化ケイ素層を含むことを特徴とす
る請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　第１導電型の第１の炭化ケイ素層と、前記第１の炭化ケイ素層上にエピタキシャル堆積
され、前記第１導電型と反対の第２導電型の第２の炭化ケイ素層とを有する半導体構造中
の自己整合バイポーラ接合トランジスタを製造する方法であって、
　前記第２の炭化ケイ素層をエッチングして、前記第１の炭化ケイ素層と対向する第１の
表面および対向する側壁を有する少なくとも１つのピラーと、前記ピラーに隣接する水平
面とを形成することと、
　所定の厚みを有するスペーサ層を、前記ピラーの前記第１の表面、前記対向する側壁、
および前記ピラーに隣接する前記水平面上に形成することと、
　前記ピラーに隣接する前記水平面から前記スペーサ層を異方性エッチングし、前記スペ
ーサ層の少なくとも一部を前記ピラーの前記側壁上に残して、前記水平面を露出させるこ
とと、
　前記水平面の前記露出部分の下方の前記第２の炭化ケイ素層の一部に、前記第１導電型
のドーパントをドーピングして、前記第２の炭化ケイ素層内にドープドウェル領域を形成
することと、
　前記スペーサ層を除去することと、を備えていることを特徴とする方法。
【請求項１１】
　前記第２の炭化ケイ素層は、前記バイポーラ接合トランジスタのベース領域を含み、前
記ウェル領域はエミッタ領域を含み、前記第１の炭化ケイ素層はコレクタ領域を含むこと
を特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第２の炭化ケイ素層は前記バイポーラ接合トランジスタのエミッタ領域を含み、前
記ウェル領域はベース領域を含み、前記第１の炭化ケイ素層はコレクタ領域を含むことを
特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第２の炭化ケイ素層中にピラーを形成する前記ステップは、前記第２の炭化ケイ素
層の一部をエッチングすることを含むことを特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第１の炭化ケイ素層の一部にドーピングする前記ステップは、イオン注入を含むこ
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とを特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第２の炭化ケイ素層の一部をエッチングして前記トランジスタを含むメサを形成す
ることをさらに含むことを特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１６】
　前記第２の炭化ケイ素層の一部をエッチングする前記ステップの後に、前記メサ上に酸
化物層を形成するステップと、前記酸化物層を異方性エッチングしてコンタクト表面を暴
露するステップとを含むことを特徴とする請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　前記ベース、エミッタ、およびコレクタ領域に対するオーミックコンタクトを設けるこ
とをさらに含むことを特徴とする請求項１１または１２に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第２の炭化ケイ素層は高濃度ドープされたｐ型炭化ケイ素層を含むことを特徴とす
る請求項１０に記載の方法。
【請求項１９】
　第１導電型の第１の炭化ケイ素層と、前記第１の炭化ケイ素層上にエピタキシャル堆積
された、前記第１導電型と反対の第２導電型の第２の炭化ケイ素層と、前記第２の炭化ケ
イ素層上にエピタキシャル堆積された前記第１導電型の第３の炭化ケイ素層とを有する半
導体構造中の自己整合バイポーラ接合トランジスタを製造する方法であって、
　底壁および対向する側壁を有するトレンチを、前記第３の炭化ケイ素層中に形成するこ
とと、
　所定の厚みを有するスペーサ層を、前記トレンチの前記底壁および側壁を含む前記第３
の炭化ケイ素層上に堆積することと、
　前記側壁間の前記トレンチの前記底壁の一部から前記スペーサ層を異方性エッチングし
、前記スペーサ層の少なくとも一部を前記側壁に残して、前記トレンチの前記底壁の一部
を露出させることと、
　前記底壁の前記露出部分の下方の前記第２の炭化ケイ素層の一部に第１導電型のドーパ
ントをドーピングして、前記第２の炭化ケイ素層内にドープドウェル領域を形成すること
と、
　前記スペーサ層を除去することと、を備えていることを特徴とする方法。
【請求項２０】
　第１導電型の第１の炭化ケイ素層と、前記第１の炭化ケイ素層上にエピタキシャル堆積
された、前記第１導電型と反対の第２導電型の第２の炭化ケイ素層と、前記第２の炭化ケ
イ素層上にエピタキシャル堆積された前記第１導電型の第３の炭化ケイ素層とを有する半
導体構造中の自己整合バイポーラ接合トランジスタを製造する方法であって、
　前記第３の炭化ケイ素層をエッチングして、最上壁および対向する側壁を有する少なく
とも１つのピラーと、前記ピラーに隣接する水平面とを形成することと、
　所定の厚みを有するスペーサ層を、前記ピラーの最上壁および側壁と前記ピラーに隣接
する前記水平面とを含む構造上に形成することと、
　前記ピラーに隣接する前記水平面から前記スペーサ層を異方性エッチングし、前記スペ
ーサ層の少なくとも一部を前記ピラーの前記側壁上に残して、前記水平面を露出させるこ
とと、
　前記水平面の前記露出部分の下方の前記第２の炭化ケイ素層の一部に、前記第１導電型
のドーパントをドーピングして、前記第２の炭化ケイ素層内にドープドウェル領域を形成
することと、
　前記スペーサ層を除去することと、を備えていることを特徴とする方法。
【請求項２１】
　炭化ケイ素層中に作製されたバイポーラ接合トランジスタであって、
　上面および底面を有し、前記トランジスタのコレクタ領域を形成する、第１導電型の基
板と、
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　前記基板の上方の、前記第１導電型と反対の第２導電型を有し、前記トランジスタのベ
ース領域を形成する、炭化ケイ素のエピタキシャル層と、
　前記エピタキシャル層の上方に形成される半導体ピラーであって、最上壁および対向す
る側壁を有し、前記第２の導電型と前記エピタキシャル層よりも高いドーピング濃度とを
有し、前記トランジスタのベースコンタクト領域を形成する半導体ピラーと、
　前記エピタキシャル層内のドープドウェル領域であって、所定の厚みによって規定され
る前記半導体ピラーからの距離で前記半導体ピラーに隣接する、前記エピタキシャル層内
のドープドウェル領域とを備え、
　前記エピタキシャル層内のドープドウェル領域は、前記第１導電型を有し、前記トラン
ジスタのエミッタ領域を形成していることを特徴とするバイポーラ接合トランジスタ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
（背景）
１．発明の分野
本発明は、炭化ケイ素中のバイポーラ接合トランジスタの製造方法に関し、より詳細には
、ベースおよびエミッタコンタクトが自己整合された炭化ケイ素中のバイポーラ接合トラ
ンジスタの製造方法およびそれにより作製されるデバイスに関する。
【０００２】
２．関連技術の説明
バイポーラ接合トランジスタ（ＢＪＴ）は、良く知られた頻繁に用いられる半導体電子デ
バイスである。バイポーラ接合トランジスタは一般に、２つの対向するｐ－ｎ接合を互い
に近接して有する半導体材料で形成されるデバイスとして規定される。それぞれの構造お
よび導電型により、バイポーラ接合トランジスタは一般に、ｎ－ｐ－ｎまたはｐ－ｎ－ｐ
トランジスタと言われる。
【０００３】
ｎ－ｐ－ｎＢＪＴの動作では、電流キャリアが、一方のｐ－ｎ接合に隣接する半導体材料
の領域（エミッタと呼ばれる）に入る。殆どの電荷キャリアは、他方のｐ－ｎ接合に隣接
する半導体材料の領域（コレクタと呼ばれる）からデバイスを出る。コレクタおよびエミ
ッタは同じ導電型、ｐまたはｎの何れかを有する。ベースとして知られる半導体材料の小
部分が、コレクタおよびエミッタとは反対の導電型（ｐまたはｎ）を有し、コレクタとエ
ミッタとの間に位置する。ＢＪＴの２つのｐ－ｎ接合は、コレクタがベースと接触する場
所およびベースがエミッタと接触する場所に形成される。
【０００４】
ＢＪＴがｎ－ｐ－ｎかｐ－ｎ－ｐかに応じて、電流がベースに注入されるかベースから引
き出されるときに、コレクタからエミッタへ移動できる電荷キャリア（すなわち電子また
はホール）の流れが、大きく影響を受ける。典型的には、ベースに加えられた小電流によ
って、ＢＪＴを通過する大きな電流を比例的に制御できるため、電子回路のコンポーネン
トとしての有用性がＢＪＴにもたらされる。ＢＪＴの構造および動作は、B. Streetmanに
よるSOLID STATE ELECTRONIC DEVICES、第２版、（１９８０）、第７章に詳しく説明され
ている。
【０００５】
動作可能で有用なバイポーラ接合トランジスタに対して必要とされるものの１つは、この
トランジスタを形成することができる適切な半導体材料である。最も一般的に用いられる
半導体材料はシリコン（Ｓｉ）であるが、他の半導体材料たとえばガリウムヒ素（ＧａＡ
ｓ）およびインジウムリン（ＩｎＰ）なども注目されている。ある環境および動作におい
て、これらの材料には全て適切な用途がある。
【０００６】
バイポーラ接合トランジスタに対する他の材料候補は、炭化ケイ素（ＳｉＣ）である。炭
化ケイ素は、良く知られた好都合な半導体特性を有する。たとえばワイドバンドギャップ
、高い電界破壊強度、かなり高い電子移動度、高い熱伝導度、高融点、および高い飽和電
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子ドリフト速度である。総合すれば、これらの特性が意味するところは、他の半導体材料
内に形成されたデバイスと比較して、炭化ケイ素中に形成された電子デバイスは、より高
温、より高い出力密度、より高速、より高い出力レベルにおいて、また高放射線密度下で
あっても、動作できる能力があるということである。
【０００７】
炭化ケイ素トランジスタは、高周波数、高温、および高出力レベルで機能するという能力
があるため、レーダおよび通信用の高出力高周波送信器などの用途における使用、高出力
スイッチング用途、およびジェットエンジン制御などの高温動作に対して非常に望ましい
。そのため、デバイス品質の炭化ケイ素および炭化ケイ素から形成されるデバイスの製造
方法が、数十年の間、科学者および技術者の興味の対象となっている。
【０００８】
炭化ケイ素は、１５０を超える異なるポリタイプまたは結晶構造で結晶化し、そのうち最
も一般的なものは３Ｃ、４Ｈ、および６Ｈと示される。ここで「Ｃ」は「立方晶系」を意
味し、「Ｈ」は「六方晶系」を意味する。現在、６Ｈポリタイプが最も完全に特徴づけら
れているが、４Ｈポリタイプの方が、電子移動度が高いためにパワーデバイスにとって魅
力的である。
【０００９】
現在、炭化ケイ素は、デバイスを製造するのには難しい材料である。炭化ケイ素の高融点
が、合金化およびドーパントの拡散などの技術をより難しくしている。それは通常、この
ような工程を行うのに必要な多くの他の材料が、炭化ケイ素に影響を及ぼすのに必要とさ
れる高温では分解する傾向があるからである。また炭化ケイ素は、非常に硬い材料であり
、実際その最も一般的な使われ方は研磨剤としてである。
【００１０】
接合、ダイオード、トランジスタ、および他のデバイスを炭化ケイ素から作製する試みが
行われており、ある程度成功している。バイポーラ接合トランジスタの１つの例が、Palm
ourらによる米国特許第４，９４５，３９４号に記載されている。なお、この文献は本明
細書において参照により全体として取り入れられている。Palmourらが開示する炭化ケイ
素中に形成されたバイポーラ接合トランジスタでは、ベースおよびエミッタを高温イオン
注入を用いてウェルとして形成している。しかしエミッタおよびベース領域をフォトリソ
グラフィ技術を用いて形成しているため、ベースおよびエミッタ領域を間隔を設けて配置
できる精度が限られている。通常、従来のリソグラフィ技術を用いると間隔は約１～５μ
ｍ以上でなければならない（約２μｍが最も典型的である）。これは、望ましくない高ベ
ース抵抗とともに不要なベース－コレクタ容量になる可能性がある。両方ともデバイスが
高周波数で動作する能力を低下させる。また炭化ケイ素中のバイポーラデバイスは、比較
的短い小数キャリア寿命、典型的に４０ｎｓｅｃ～３μｓｅｃを示すため、このようなデ
バイスの物理寸法を厳格に制御することが必須である。
【００１１】
自己整合技術、すなわち製造プロセスの結果としてデバイスのフィーチャ（features）が
自動的および固有に位置合わせされる製造技術が、炭化ケイ素ＭＯＳＦＥＴの製造に用い
られている。たとえば米国特許第５，７２６，４６３号（本明細書において参照により全
体として取り入れられている）には、自己整合されたゲート構造を有する炭化ケイ素ＭＯ
ＳＦＥＴが開示され、ここではゲートコンタクトの自己整合が、急な壁で囲まれた溝に薄
い酸化物層を介して導電性ゲート材料を充填し、誘電体層に開口された窓を通してゲート
材料にコンタクトを設けることによって達成されている。このような技術は、ゲートコン
タクトとドレインおよびソース領域との重なりを減らすことで浮遊容量を減らすようにデ
ザインされており、したがってバイポーラ接合トランジスタの製造には適用できない。
【００１２】
したがって当該技術分野において、ベースおよびエミッタコンタクトの高精度な近接した
間隔を可能にする、炭化ケイ素中のバイポーラ接合トランジスタの製造方法が必要とされ
ている。
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【００１３】
（発明の目的および概要）
本発明の目的は、炭化ケイ素中に形成されるバイポーラ接合トランジスタにおけるベース
およびエミッタコンタクトの高精度な近接した間隔を可能にすることである。
【００１４】
本発明のさらなる目的は、炭化ケイ素中のバイポーラ接合トランジスタの製造プロセスを
簡単化することである。
【００１５】
本発明のさらなる目的は、炭化ケイ素中のバイポーラ接合トランジスタの製造に必要なリ
ソグラフィステップの数を減らすことである。
【００１６】
本発明によれば、前述および他の目的は、一般的に第１導電型を有する第１の炭化ケイ素
層と、一般的に第１導電型とは反対の第２導電型を有する第２の炭化ケイ素層とを有する
半導体構造中の自己整合バイポーラ接合トランジスタの製造方法によって達成される。
【００１７】
本方法は、底壁(bottom wall)および対向する側壁(side wall)を有するトレンチを、第２
の炭化ケイ素層中に形成することと、所定の厚みを有する酸化物スペーサ層を、トレンチ
の底壁および側壁を含む第２の半導体層上に堆積することとを含む。酸化物スペーサ層を
形成した後に、側壁間のトレンチの底壁の一部上の酸化物スペーサ層を異方性エッチング
し、酸化物スペーサ層の少なくとも一部を側壁上に残して、トレンチの底壁の一部を露出
させる。次に底壁の露出部分の下方の第２の層の一部に第１導電型のドーパントをドープ
して、第２の層内にドープドウェル領域を形成する。次に酸化物スペーサ層を除去しても
良い。
【００１８】
本発明の他の態様によれば、自己整合バイポーラ接合トランジスタを、一般的に第１導電
型を有する第１の炭化ケイ素層と、第１の層上にエピタキシャル堆積された、一般的に第
１導電型と反対の第２導電型を有する第２の炭化ケイ素層とを有する半導体構造を用いて
製造することができる。この態様においては、本発明は、第２の炭化ケイ素層をエッチン
グして、最上壁(top wall)および対向する側壁を有する少なくとも１つのピラー(pillar)
と、ピラーに隣接する水平面とを形成することと、所定の厚みを有する酸化物スペーサ層
を、ピラーの最上壁および側壁とピラーに隣接する水平面とを含む構造上に形成すること
と、ピラーに隣接する水平面から酸化物スペーサ層を異方性エッチングし、酸化物スペー
サ層の一部をピラーの側壁上に残して、水平面を露出させることと、水平面の露出部分の
下方の第１の層の一部に、第１導電型のドーパントを用いてドーピングして、第１の層内
にドープドウェル領域を形成することと、酸化物スペーサ層を除去することとを含む。
【００１９】
他の態様においては、本発明は、炭化ケイ素中に作製されたバイポーラ接合トランジスタ
であって、第１の表面と第１の表面に対向する第２の表面とを有し、トランジスタのコレ
クタを形成する第１導電型の基板と、基板上に形成され、トランジスタのベースを形成す
る第２導電型の炭化ケイ素のエピタキシャル層と、エピタキシャル層の上方に形成され、
最上壁および対向する側壁を有し、トランジスタのベースまたはエミッタ領域を形成する
ピラーと、エピタキシャル層内のドープドウェル（doped well）領域であって、対向する
側壁の一方に堆積されドープドウェル領域の形成後に除去される酸化物スペーサ層の厚み
によって規定される距離だけピラーから間隔をあけてピラーに隣接する、エピタキシャル
層内のドープドウェル領域とを備え、ドープドウェル領域は第１導電型を有しトランジス
タのエミッタまたはベース領域を形成する、バイポーラ接合トランジスタを含む。
【００２０】
（詳細な説明）
本発明は、炭化ケイ素中のバイポーラ接合トランジスタの製造方法に向けられている。前
述したように、炭化ケイ素は、その高融点およびデバイス品質の大きな単結晶成長の難し
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さのために扱いが難しい材料である。しかし炭化ケイ素の特徴（すなわちワイドバンドギ
ャップ、高い熱伝導度、高融点、高い電界破壊強度、低誘電率、および高い飽和電子ドリ
フト速度）のために、炭化ケイ素は、携帯電話基地局からジェット機エンジンまでの製品
における高温度、高周波数の用途において使用する電子デバイスの製造にとって理想的な
材料となっている。
【００２１】
前述したように、バイポーラ接合トランジスタ（ＢＪＴ）は、近接する２つのｐ－ｎ接合
を備えた能動的な３端子半導体デバイスである。ＢＪＴは大ざっぱに言えば、それぞれの
ベース、コレクタ、エミッタの導電型に応じて、ｎ－ｐ－ｎまたはｐ－ｎ－ｐとみなされ
る。簡単のために、ｎ－ｐ－ｎＢＪＴの製造についてのみ詳細に説明する。しかし記載す
る導電型を反対にすれば、同じ方法を用いてｐ－ｎ－ｐトランジスタを製造できることが
、当業者によってすぐに理解される。
【００２２】
本発明の方法では、炭化ケイ素中に形成するバイポーラ接合トランジスタのベースおよび
エミッタコンタクトを位置合わせするために、新しい自己整合技術を導入する。本発明の
方法は、出発構造として、１つまたは複数の炭化ケイ素のエピタキシャル層が堆積された
炭化ケイ素基板を用いて行うことができる。炭化ケイ素のエピタキシャル層は、米国特許
第５，０１１，５４９号および第４，９１２，０６４号（Kongら）に記載されるように形
成しても良い。なお、この文献の開示は本明細書において参照により取り入れられている
。
【００２３】
本発明を、本発明の好ましい実施形態が示された添付の図面を参照しながら以下でより十
分に説明する。しかし本発明は多くの異なる形態で実施しても良く、本明細書で述べる実
施形態に限定されると解釈してはならない。むしろこれらの実施形態は、本開示が、完璧
で完全となるようにそして本発明の範囲を当業者に十分に伝えるように、与えられている
。全体を通して、同様の番号は同様の要素を指している。また図に例示された種々の層お
よび領域は、概略的に例示されている。また当業者であれば分かるように、本明細書にお
いて基板または他の層の「上」に形成された層に言及する場合、基板もしくは他の層の上
に直接形成された層、または基板もしくは他の層の上に形成された介在する１つまたは複
数の層の上に形成された層を指すことがある。また当業者であれば分かるように、本発明
を層について説明するが、このような層は、エピタキシャルに、イオン注入によって、ま
たは他の好適な手段によって形成することができる。本発明は、添付の図面に例示された
相対的なサイズまたは間隔に限定されない。
【００２４】
したがって図１に、高濃度ドープされた炭化ケイ素基板２（導電性がｎ+に指定されてい
る）を備える半導体構造１を示す。基板２は、多くの異なる炭化ケイ素ポリタイプ（すな
わち結晶構造）の何れかから形成されていても良いが、基板２は好ましくは単結晶４Ｈα
－ＳｉＣ材料（Ｓｉ面）を備える。ｎ型材料を得るために、成長段階の間に基板２にドナ
ードーパントたとえば窒素をドープしても良い。
【００２５】
基板２と同じ導電型を有する第１のエピタキシャル層４が、基板２上に配置されている。
層４にはドナードーパントたとえば窒素が、約１Ｅ１４ｃｍ-3～１Ｅ１６ｃｍ-3の濃度で
ドープされている。好ましくはドーピングを、エピタキシャル成長プロセスの間に行う。
層４は厚みが約３μｍ～約２００μｍであり、最も好ましくは約６μｍ～約２０μｍであ
る。全体として、基板２および層４は、製造中のトランジスタのコレクタ領域を形成する
。
【００２６】
基板２および層４とは反対の導電型を有する第２のエピタキシャル層６が、層４の上に形
成されている。層６には、アクセプタドーパントたとえばボロンまたはアルミニウムが、
約５Ｅ１７～５Ｅ１８ｃｍ-3の濃度でドープされている。層６は厚みが、約０．３μｍ～
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約５μｍであり、最も好ましくは約０．７μｍ～約１μｍである。最後に、層６と同じ導
電型を有するエピタキシャル層８が、層６上に形成されている。層８は、厚みが約０．０
５μｍ～約２μｍ、最も好ましくは約０．２μｍ～約０．５μｍの高濃度にドープされた
層である。層８には、アクセプタドーパントたとえばボロンまたはアルミニウムが、約１
Ｅ１８ｃｍ-3を超える、好ましくは約１Ｅ２０ｃｍ-3～１Ｅ２１ｃｍ-3の濃度でドープさ
れている。層６および８は、製造中のトランジスタのベース領域を形成する。
【００２７】
ここで用いるように、説明的な語句「反対の導電型」は単に、半導体材料の与えられた領
域が材料の他の領域と比べて、反対のｎ型またはｐ型のどちらの導電性を示すのかを指す
だけであり、材料の何れのサンプルのドーピング濃度も考慮していない。したがってたと
えばｎ+材料およびｐ型材料は反対の導電型を有するが、ｐ+材料およびｐ型材料はドーピ
ング濃度は異なるけれども同じ導電型を有するとみなす。
【００２８】
図２を参照して、酸化物層１０、好ましくは二酸化ケイ素が、層８の露出表面上に、好ま
しくはプラズマ化学気相成長（ＰＥＣＶＤ）プロセスを用いて、形成されている。ＰＥＣ
ＶＤプロセスは、Ｓ．Ｍ．ＳｚｅのVLSI TECHNOLOGY（第２版、ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ
、１９８８年）の第６章に記載されている。高品質の二酸化ケイ素層を炭化ケイ素上に形
成する方法は、米国特許第５，４５９，１０７号に記載されている。
【００２９】
酸化物層１０は好ましくは、厚みが約０．２～３μｍであり、最も好ましくは厚みが約０
．６～１．５μｍである。
【００３０】
次に酸化物層１０を、従来のフォトリソグラフィ技術に基づくエッチマスクを用いてパタ
ーニングして、酸化物層１０および層８の一部をエッチング除去し、図３に断面で示すピ
ラー１２を形成する。各ピラー１２は、層８で形成された突起部分１６と、酸化物層１０
で形成されたキャップ部分１３とを備える。エッチングプロセスは、層８が層６の表面６
Ｂまで完全にエッチングされたら（その結果、層６の表面６Ｂが露出されたら）すぐに止
める。ピラー１２は、層６の表面６Ｂに沿う底壁１４Ｂと側壁１４Ａとを有するトレンチ
１４を規定する。突起部分１６は最終的に、完成したＢＪＴデバイス内のベース領域を規
定する。
【００３１】
図３Ａは、図３に示した構造の１つの実施形態を示す上面図である。図３Ａから明らかな
ように、ピラー１２は実際には、直線状構造を有し得る。他の構造、たとえば円形構造も
可能であり、本発明の範囲内であることが当業者によって理解される。
【００３２】
次に図４を参照して、酸化物スペーサ層１８を、トレンチ１４の側壁１４Ａを含む構造１
の上面に渡って、好ましくはＰＥＣＶＤプロセスを用いて形成する。酸化物スペーサ層１
８は好ましくは、厚みが約０．０５μｍ～０．５μｍであり、最も好ましくは厚みが約０
．１～０．２５μｍである。後述の説明から明らかなように、酸化物スペーサ層１８の厚
みは、本発明により製造されるバイポーラ接合トランジスタのベースコンタクトおよびコ
レクタコンタクトの間隔を決定する。酸化物スペーサ層１８の厚みは、層を堆積する時間
で決まる。典型的な堆積速度は装置ごとに変わる。しかし一般的には、酸化物スペーサ層
１８の厚みは、±０．１μｍ内で注意深く制御することができる。堆積された層の厚みは
、エリプソメータを用いた測定によって確かめることができる。
【００３３】
酸化物スペーサ層１８は、層６の露出表面６Ｂに実質的に平行なピラー１２の露出表面の
上に配置された部分１８Ｃ、ピラー１２の側壁上に配置された部分１８Ａ、およびトレン
チ１４の底壁１４Ｂを含む層６の露出表面６Ｂ上に配置された部分１８Ｂを含む。
【００３４】
層１８は、好ましい実施形態について酸化物層であると説明したが、層１８は、炭化ケイ
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素層上に制御可能に堆積でき、後でより十分に説明するように、隣接するウェル領域の位
置合わせおよび形成を可能にするように異方性エッチングの影響を十分に受けやすいなら
ば、どんな材料で形成しても良いことが理解される。
【００３５】
図５に示したように、次に異方性エッチを行って、酸化物スペーサ層１８の一部を除去す
る。当業者には良く知られているように、異方性プロセスは、特定の軸（axes）または面
（planes）に沿う材料には作用し、他の軸または面に沿う材料には作用しないプロセスで
ある。すなわち異方性エッチは、ある表面に沿う材料を、他の表面に沿う材料よりも能率
的に除去することができる。たとえば図５に示したように、異方性エッチは、構造の水平
面から材料を除去し、垂直面からは除去しないことができる。
【００３６】
図５に示したように異方性エッチの結果、酸化物スペーサ層１８の水平部分１８Ｂおよび
１８Ｃが除去されて、ピラー１２の層１０Ｃとトレンチ１４の底壁１４Ｂを含む層６の表
面６Ｂとが露出する。一方、ピラー１２の側壁上に堆積された酸化物スペーサ層１８の垂
直部分１８Ａは、実質的に損なわれないままである。
【００３７】
次に、ｎ型導電性の高濃度ドープされたウェル領域２０（最終的に、完成したデバイスの
エミッタを形成する）を、層６内に形成する。このようなウェル領域は、米国特許第４，
９４５，３９４号および第５，０８７，５７６号に記載された高温イオン注入技術を用い
て形成することができる。イオン注入は通常必要である。というのは、炭化ケイ素中の熱
拡散係数は小さすぎて、不純物の拡散は実用的ではないからである。イオン注入を用いれ
ば、炭化ケイ素に不純物を１Ｅ１８～１Ｅ２１ｃｍ-3の濃度まで注入することができる。
好ましい実施形態においては、ウェハの温度を上げて注入を行い、好適な周囲の中で１２
００～１７００℃で注入を活性化する。
【００３８】
ウェル領域２０は好ましくは、約０．２５μｍ～１μｍの深さまで層６内に延び、最も好
ましくは約０．３～０．６μｍの深さである。図５に例示した実施形態においては、ウェ
ル領域２０は、層６を通って層４内部へ完全に延びてはいない。ウェル領域２０は好まし
くは、ドーピング濃度が約１Ｅ１８ｃｍ-3～約１Ｅ２１ｃｍ-3であり、１Ｅ２０～１Ｅ２
１ｃｍ-3が最も好ましい。
【００３９】
酸化物スペーサ層１８の側壁部分１８Ａが、ウェル領域２０を形成する間に存在するため
、ウェル領域２０のエッジ２０Ａは突起部分１６の側壁１４Ａから、酸化物スペーサ層１
８の厚みに相当する距離だけ間隔があいている。その結果、ベースコンタクトおよびエミ
ッタコンタクトの間隔が、リソグラフィによってではなく酸化物厚みによって決定される
ため、ベースおよびエミッタコンタクトのはるかに近接した位置合わせが可能になる。従
来のリソグラフィ技術を用いた場合には少なくとも１μｍの間隔が必要であるのに対し、
本発明の方法を用いれば０．１～０．２５μｍの間隔を実現できる。本発明の方法によっ
て間隔の改善が実現されることで、ベース抵抗およびベースコレクタ容量が低減され、動
作周波数がより高いデバイスの製造が可能になる。
【００４０】
次に図６を参照して、残存する酸化物層１８Ａおよび１０を、従来のウェットエッチング
技術を用いて取り除く。次に反応性イオンエッチングによって層６の周縁をエッチング除
去して、層６、ウェル領域２０、および突起部分１６を含むメサ２４を形成する。メサ分
離を行うのは、ベースコレクタ接合を分離し、同じ基板上に製造されるデバイスを分離す
るためである。
【００４１】
これらのステップの結果、層４の周縁表面４Ｃが露出する。図７に例示したように、次に
接合終端エクステンション（junction termination extension:ＪＴＥ）注入を行って、
層４の露出した周縁表面４Ｃの下にｐ型領域２２を形成する。ｐ型領域２２は、トランジ
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スタの空乏領域を制御された方法で広げる働きをする。
【００４２】
次に構造１全体をアニールして、注入されたドーパント原子を活性化する。アニール温度
は好ましくは約１２００℃～１８００℃である。デバイスを１分～１８時間の間、好まし
くは３分～１４分の間アニールしても良い。
【００４３】
バイポーラ接合トランジスタの基本構造の製造について説明してきたが、次にデバイス上
へのオーミックコンタクトの形成について、図８～１０を参照して説明する。第１にＰＥ
ＣＶＤ酸化物層２６を構造１の上面に沿って形成し（図８）、その後に異方性エッチを行
って、酸化物層２６の水平部分２６Ｃをメサ２４からは除去するが、周縁表面４Ｃからは
除去しない（図９）。異方性エッチにつづいて、突起部分１４の表面１４Ｃが露出し、ウ
ェル領域２０の表面１４Ｂも露出する。最後に、エミッタコンタクト２８をウェル領域２
０の表面１４Ｂに設け、ベースコンタクト３０を突起部分１４の表面１４Ｃに設ける。
【００４４】
多くの金属および金属複合物（ｍｅｔａｌ　ｃｏｍｐｏｓｉｔｅｓ）が、これらのオーミ
ックコンタクトに適している。たとえばニッケルまたはニッケル－チタンの組み合わせが
、ｎ型炭化ケイ素に対して適切なオーミックコンタクトである。一方でアルミニウムまた
はアルミニウム－チタンの組み合わせが、ｐ型炭化ケイ素に対して有用なオーミックコン
タクトである。加えてコバルトシリサイド（ＣｏＳｉ2）が、ｐ型炭化ケイ素に対するオ
ーミックコンタクト材料として有望であることが分かっている。適切なオーミックコンタ
クト構造が、米国特許第５，３２３，０２２号および第５，４０９，８５９号に記載され
ている。コンタクト２８、３０、３２を従来の方法で高温アニールしてオーミックコンタ
クトを形成し、ウェットエッチを行って未反応金属を除去する。
【００４５】
図１～１０に例示した実施形態における基板２は導電性であるので、コレクタコンタクト
３２を基板２の底面に設ける。しかし本発明は、非導電性基板たとえば半絶縁性炭化ケイ
素またはサファイア（Ａｌ2Ｏ3）を用いて実施できることが、当業者によって容易に理解
される。この場合、コレクタコンタクト３２は基板２の底面に形成せずに、たとえば図１
４に示したように層４の他の表面に形成する。この場合、ｎ+領域５０は厚みが約１～２
０μｍ（好ましくは約１～５μｍ）でなければならず、好ましくは約１Ｅ１８ｃｍ-3の濃
度でドープされる。このような実施形態は、パッド容量がより低く、したがって高周波性
能がより良好であると予想される。
【００４６】
図１１～１３に本発明の他の実施形態を例示する。ここでは、図１１に示したエピタキシ
ャル構造１１を出発構造として用いている。図１１に示したように、構造１１は４Ｈ炭化
ケイ素の高濃度ドープされたｎ型基板２を含み、この上に、やはり炭化ケイ素のｎ型エピ
タキシャル層４が堆積されている。図１に示した構造と同様に、基板２および層４はバイ
ポーラトランジスタのコレクタを形成し、ｐ型エピタキシャル層６が層４上に形成されて
いる。しかし図１に示した構造とは違って、ｎ型導電性の高濃度ドープされたエピタキシ
ャル層７が層６上に堆積されている。層７には、ドナードーパントたとえば窒素が、約１
Ｅ１８～１Ｅ２１ｃｍ-3の濃度でドープされている。層７は厚みが約０．０５μｍ～約２
μｍであり、最も好ましくは約０．２μｍ～約０．５μｍである。
【００４７】
構造１０を加工するステップは、図１～４に関して前述したものと同様である。すなわち
この構造に酸化物マスクをコートした後、エッチング除去して、最上部のエピタキシャル
層（この場合は層７）から形成された突起部分１５を含むピラー１２を形成する。その後
、酸化物層１８を構造１０の上面に、たとえばＰＥＣＶＤによって形成する。
【００４８】
酸化物層１８の異方性エッチの後に、図１２に示したように、高濃度ドープされたウェル
領域２１を構造中に形成する。その結果、ウェル領域２１のエッジは、ピラー１２から酸
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化物層１８の厚みにほぼ等しい距離だけ間隔があいている。しかし図１１～１３に例示し
た実施形態においては、ウェル領域２１にはｐ型導電性を有するようにドープする。ある
実施形態においては、ウェル領域２１は層６を通って部分的に層４内部に延びている。そ
の結果、ウェル領域２１は、層６からのｐ型領域２３とともに、トランジスタのベースを
形成する。
【００４９】
加工の残りの部分は、図１３に示したように、エミッタコンタクトを突起部分１５の露出
表面上に形成する一方でベースコンタクトをウェル領域２１の上面に形成する以外は、図
６～１０に関して説明したものと同様である。
【００５０】
図１５に例示したように、図１１～１３に記載した実施形態を、非導電性または半絶縁性
基板を用いて実施しても良い。この場合、ｎ型層４に対するコレクタコンタクト３２’を
、デバイスの上面に、層４内に形成されたｎ+ウェル領域５０上に形成しても良い。
【００５１】
前述のエッチングステップを行うのに好ましい技術には、三フッ化窒素（ＮＦ3）を用い
た反応性イオンエッチングが含まれる。三フッ化窒素は、炭化ケイ素エッチングプロセス
において多くの利点を示している。三フッ化窒素を用いた反応性イオンエッチングについ
てのより完全な説明が、PalmourらによってSurface Characteristics of Monocrystallin
e Beta-SiC Dry Etched in Fluorinated Gases（Ｍａｔ．Ｒｅｓ．Ｓｏｃ．Ｓｙｍｐ．Ｐ
ｒｏｃ．、第７６巻、１９８７年、ページ１８５）に与えられている。この技術は、本明
細書において参照により取り入れられている。炭化ケイ素のエッチングに適した技術は、
米国特許第４，８６５，６８５号および第４，９８１，５５１号にも記載されている。
【００５２】
以上述べてきた本発明は、バイポーラ接合トランジスタ（ＢＪＴ）を炭化ケイ素（全ての
ポリタイプ）中に製造するための方法であり、シリコン、ガリウムヒ素、または他の半導
体材料中に製造するための方法ではない。開示した実施形態では、トランジスタのベース
およびエミッタコンタクトを、リソグラフィ技術ではなく酸化物形成によって位置合わせ
することで、ベースおよびエミッタコンタクトを互いに対してより近接により高精度に位
置決めすることが可能となっている。炭化ケイ素は、他の一般的な半導体よりもはるかに
高温で動作する能力のあるワイドバンドギャップ半導体であるため、本発明によって製造
されたトランジスタも同様に、高温において優れた動作特性を示す。また本発明によって
製造されたトランジスタは、より高い出力レベルおよびより高い周波数において動作する
ことも可能である。本発明の方法は、ｎ－ｐ－ｎまたはｐ－ｎ－ｐトランジスタの何れか
を製造するために用いることができる。
【００５３】
明細書および図面において、本発明の好ましくかつ典型的な実施形態を述べてきたが、こ
れらは例として含まれており、限定としてではない。本発明の範囲は添付の特許請求の範
囲に述べられている。
【図面の簡単な説明】
【図１】　炭化ケイ素基板とその上に堆積した複数のエピタキシャル層を含む半導体構造
を示す断面図である。
【図２】　図１に示した半導体構造の上に酸化物層を堆積したものを示す断面図である。
【図３】　図２に示した半導体構造をエッチングして一連のピラーを形成したものを示す
断面図である。
【図３Ａ】　本発明により製造された半導体構造を示す上面図である。
【図４】　図３に示した半導体構造の上に第２の酸化物層を堆積したものを示す断面図で
ある。
【図５】　図４に示した半導体構造に異方性エッチを行って水平の酸化物表面を除去し、
ウェル領域を注入した後を示す図である。
【図６】　図５に示した半導体構造から残りの酸化物表面を除去し、バイポーラ接合トラ
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ンジスタが製造されたメサを分離した後を示す図である。
【図７】　図６に示した構造にＪＴＥ注入を行った後を示す断面図である。
【図８】　図７に示した構造に別の酸化物層を堆積した後を示す図である。
【図９】　図８に示した構造に異方性エッチを行って水平の酸化物表面を除去した後を示
す図である。
【図１０】　トランジスタのコレクタ、エミッタ、およびベース領域に対するオーミック
コンタクトを含む完成したデバイスを示す断面図である。
【図１１】　炭化ケイ素基板とその上に堆積した複数のエピタキシャル層を含む第２の半
導体構造を示す断面図である。
【図１２】　図１１に示した半導体構造にピラーを形成しウェル領域を注入した後を示す
図である。
【図１３】　図１１に示した構造を用いて形成された完成デバイスを示す断面図である。
【図１４】　基板が半絶縁性である本発明の実施形態を示す図である。
【図１５】　基板が半絶縁性である本発明の第２の実施形態を示す図である。

【図１】 【図２】
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【図４】 【図５】
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【図８】 【図９】
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【図１２】 【図１３】
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